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     原価企画の導入 と変更の研究 ：
                                     1）

制度論的パースペ クティブに基づ く概念化

吉 田 栄 介

〈 要  約 〉

 本 稿 の 目的 は,原 価 企 画 の 導 入 と変 更 の 経 時 的 ケ ー ス 研 究 に 向 け て,鍵 概 念 と留 意 点 に つ い て 検

討 す る こ とで あ る。 こ の 目的 の た め に,ま ず は バ ー ン ズ とス ケ イ ペ ン ス （Burns, J. and Scapens,

R.W.,2000. Conceptualizing management accounting change：an institutional framework,

Management A ccounting Research,11, pp.3-25） の 提 唱 す る制 度 論 的 パ ー ス ペ ク テ ィ ブ に お け る

3つ の 鍵 概 念 （制 度,ル ー ル,ル ー テ ィ ン ） に つ い て,拙 著 （吉 田栄 介 （2003） 『持 続 的 競 争 優 位

を も た らす 原 価 企 画 能 力 』 中 央 経 済 社 ） の 概 念 的 フ レー ム ワ ー ク に基 づ き,3つ の 統 合 能 力 （原 価

企 画 フ ロー の 統 合,部 門 ・組 織 間 統 合,マ ル チ ・プ ロ ジ ェ ク トの 統 合 ） と設 計 担 当 エ ン ジ ニ ア の 自

律 性 を 中 心 に 概 念 整 理 を お こ な う。 続 い て,制 度 化 プ ロ セ ス,管 理 会 計 チ ェ ン ジ の3つ の 分 類 軸

（Burns and Scapens,2000） とい う視 点 の 意 義 に つ い て 考 察 す る。
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 原価企画,原 価企画能力,管 理会計チェンジ,制 度論的パースペ クティブ,制 度,ル ール,ル ー

ティン,ア クション,制 度化プロセス,概 念的フレームワー ク

1 は じめに

 近 年,欧 米 を中心 に管理会 計チ ェンジ研 究が盛 ん であ る。管理会計 チ ェンジ研 究 とは,管 理会計

システム ・実務 が,な ぜ,ど の よ うに普 及,導 入,変 更,拒 否 （中止）され るのか を明 らか にす る

研究 であ る。

 吉 田 （2004a） は,文 献 サーベ イ を通 じて,管 理会 計 チ ェン ジ研 究 を,① 構 造 的パー スペ クティ

ブ （astructural perspective）,② ア ク ター ・ネ ッ ト ワー ク理 論 の パ ース ペ ク テ ィブ （an actor-

network-theory perspective）,③ 制度論 的 パー スペ クティブ （an institutional perspective）,④ 普及

1） 本稿は,平 成15年度慶應義塾学事振興資金ならびに文部科学省研究費補助金による研究成果の一部

 である。
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論 的パー スペ クティブ （adiffusion-of-innovation perspective） の4つ に分 類 した。 第1の 構 造 的

パー スペ クティブに基づ く研 究は,主 として,管 理会 計 システム を取 り巻 く競争 環境,組 織構 造 ・

プ ロセスな どの特性 を独 立変数,管 理会 計 システム ・チ ェン ジを従属変 数 とした変数間 の因果 関係

の特定化 を意図 してい る。 第2の ア クター ・ネ ッ トワー ク理論 のパー スペ クティブに基づ く研 究 は,

エ スノグ ラフィー のための体 系的理論 であ るア クター ・ネ ッ トワー ク理論 （Latour,1987,1993,1996；

Callon,1980,1986） に依 拠 してい る。

 さ らに,吉 田 （2004b） は,第3の 制度 論 的パー スペ クティブ と第4の 普 及論 的 パー スペ クテ ィ

ブ に基づ く研究 に焦点 を当てた。文献 サーベ イを通 じて,他 の2つ のパ ー スペ クテ ィブ に比べ て管

理 会計研 究の蓄積 は少 ないが,主 に経 時的ケー ス研 究 （longitudinal case study） に とって有用 で あ

る と主 張 した。

 本 稿 では,原 価企 画の導入 と変更 に関す る経時 的ケー ス研 究に とって有望 と考 え る制度論 的バー

スペ クティブに基づ き,経 時 的ケー ス研 究の ため の概 念的検討 を加 え る。

2 管理会計チェンジ研究の制度論的パースペ クティブ

 まず は,Burns and Scapens（2000） の 提 唱す る制度論 的パー スペ クティブにお ける （1）3つ の

鍵概 念,（2） 制度化 プ ロセス,（3） 管理会 計チ ェン ジの3つ の分類軸 につ いて,そ の概要 を説明す

る。次 に,（4）Burns and Scapens（2000） の フ レーム ワー ク構 築 に至 るい くつ か の研 究や,こ の

フレー ムワー クに基づ く研究 の貢献可能性 につ いて述べ る。

（1） 3つ の鍵概 念

 Scapens（1994） は,管 理会 計研 究 にお け る制度 論的 パー スペ クテ ィブ の概 念的 ア イデア を提 示

した。 以下,Burns and Scapens（2000） の 提 唱す る制度論 的パー スペ クティブにお け る3つ の鍵

概 念 （制度,ル ール,ル ーティン）につい て説 明す る。

 まず,古 典派制度 経済学 にお いて共通 して用 い られ る制 度 の定義 と して,「 集 団 の慣 行や 人々 の

習慣 に埋 め込 まれ た,い くつ かの不朽,不 変の思考,ア クシ ョンの方法 」 （Hamilton,1932, p.84） を

引用 し,制 度 とは人間の活動 に慣行 と社会 的一貫性 を課す ものだ と説明 してい る。

 次 に,ル ー ル とルー テ ィンに つ い て 説 明 しよ う （表1参 照）。 ルール は手 続 き を形 式化 した ス

テー トメン トであ るの に対 して,ル ー テ ィンは実 際に使 われて いる手 続 きだ と区別 され る。加 えて,

ル ー ルは,通 常 は不 連続 な間隔での みチェ ンジす る一方 で,ル ー ティ ンは,絶 え間 な く再生産 され

る累積 的チ ェンジ ・プ ロセスにおけ る潜在 性 を有 して いる とされ る。 管理 会計 の コンテ クス トにお

いては,ル ー ルは,手 続 きマニュ アルに書 き記 され るよ うに公式 の管理会 計 システム を構成 す るの

に対 して,ル ー テ ィンは,実 際に使 われ る会 計手続 きであ るとされ る。 両者 は密接 な関係 にあ るが,
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ノレー ル
  一

ル ー ア ィ ン

定義 手続 きを形式化 したステー トメン ト 実際に使われている手続き

チェンジのタイ ミング 不連続な間隔でのみ
絶 え間な く再生産され る

累積的チェンジ ・プロセスに潜在

管理会計のコンテ クス ト 公式の管理会計システムを構成 実際に使われる会計手続き

    出典 ：Burns and Scapens（2000, p.7） の 内容 を基 に作 成 。

図1 制 度 化 プ ロ セ ス
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        出典 ：Bums and Scapens（2000, p.9）

混同しないことが重要である。実際に使用される管理会計実務が,そ の手続 きマニュアルに記載 さ

れた管理会計 システムを再現するとは限らないのである。

（2） 制度化 プ ロセス

 また,Burns and Scapens（2000） は, Barley and Tolbert（1997） の 制度化 プ ロセスの フレー ム

ワー クを修正 し,管 理会 計 チェン ジ研 究 のため の フレー ム ワー クを開発 した。 以下,Burns and

Scapens（2000） に 基づ き,制 度化 プ ロセ スを概 説す る。

 図1の 上部 に制 度の領域,下 部 にはア クシ ョンの領域 が示 されてい る。 これ らの領域 は,時 間の

経過 とと もに,累 積的 なチェ ンジ ・プ ロセ スの中で進行 す る。 ルー ル とルー テ ィンは,こ の2つ の

領域 をつ な ぐ様 態 としての役 割 を担 ってお り,こ れ ら2つ もまた,累 積的 なチ ェンジ ・プ ロセ スの
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中で進行する。

 時 として,新 しいルールやルーティンが,よ り不連続な方法で導入,出 現することもある （aか

らdの 矢印参照）。矢印aと 矢印bは 同時的な変化 を意味 し,矢 印cと 矢印dは 時間の経過に伴 う

変化である。

 第1の プロセス （矢印a） は,制 度的な原理・原則 をルールとルーティンにコー ド化するプロセス

である。 このプロセスは,そ の意義,価 値,パ ワーの例示を通 じて,当 然だ と考えられる組織の前

提条件 をもたらす。

 第2の プロセス （矢印b） は,ル ールとルーティンを規定するプロセスである。この規定プロセ

スは,一 般的には,い かにすべ きかについて,反 射的なモニタ リングと暗黙知の適用の結果 として

もたらされる。 とりわけ,そ のルール とルーティンが,現 存す る意義や価値 に挑戦 し,ア クター

（行為者）がそのプロセスに介在す る十分 なパワーを持つ場合には,こ のプロセスは抵抗 にあ うか

もしれない。

 第3の プロセス （矢印c） は,ル ーティンの再生 を導 く反復行動 として起 こる。こうした再生産

は,意 識的なものもあれば,無 意識的なもの もある。

 第4の プロセス （矢印d） は,ル ールやルーティンの制度化 であ る。ルールやルーティンが物事

のや り方 を単純にす る。すなわち,そ れが制度である。

 これ らの制度が,継 続 してい くルールやルーティンにコー ド化 され,新 しいルールを形成 してい

く。こうしたプロセスを繰 り返すのである。

（3）管理会計チェンジの分類軸

 さらに,Burns and Scapens（2000） は,管 理会計チェンジ・プロセスを分類す る3つ の軸 を提示

した。

 ① 公式一非公式 （formal vs. informal）

 公式な管理会計チェンジは,通 常,新 ルールの導入や,パ ワーをもった個人や集団のアクション

を通 じた意識的な設計によって引き起こされる。一方の非公式な管理会計チェンジは,よ り暗黙的

なレベルで起 こる。例 えば,業 務条件が変わるにつれて,時 間の経過 とともに新たなルーティンが

採用 され るような場合である。おそらく,既 存の管理会計ルーティンに埋め込 まれた思考方法の

チェンジを試みるよりも,新 しい管理会計システムや技法を導入するような公式の管理会計チェン

ジの方が容易 であると思われ るであろう。 しか しながら,公 式な管理会計チェンジの成功には,同

時に思考方法のチェンジなどの非公式なチェンジが伴 なわなければならない。

 管理会計研究者は,公 式な管理会計チェンジの ような意図的なチェンジだけでな く,意 図せ ざる

非公式な管理会計チェンジをも探索 しなければなちない。
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 ② 革新的一漸進的 （revolutionary vs. evolutionary）

 革新的チェンジは,既 存のルーティンと制度の根本的な崩壊をもたらすのに対 して,漸 進的チェ

ンジは,既 存のルーティンと制度のマイナー ・チェンジをもたらすインクリメンタルなものである。

ここで言 う革新的 とは,個 々の管理会計技法や システムの革新性ではなく,む しろ既存の制度に対

す る潜在的な影響 であ り,通 常,革 新的チェンジは潜在的な困難 性を伴 う。

 また,チ ェンジが意図的な場合 と意図せ ざる場合にも,重 要な違いがある。管理会計 システムの

意図的なチェンジが,ル ーティンと制度の中にしっか りと根 を下ろす場合には,革 新的とは言えな

い。一方,非 公式なプロセスにおける意図せ ざるチェンジであっても,少 な くともその原理におい

て既存の制度に挑戦 しうる場合には,革 新的とな りうる。

 管理会計チェンジを制度の コンテクス トで認識する重要 なポイン トのひとつとして,制 度 とチェ

ンジ ・プロセスのインターラクションの研究がある。実際に,意 義のある革新的管理会計チェンジ

がルーティンや制度にそれほ ど影響 を与えないこともあるし,マ イナーな管理会計チェンジがより

重要 な影響 を及ぼすこともある。

 ③ 後退的一進歩的 （regressive vs. progressive）

 第3の 分類軸は,管 理会計チェンジ ・プロセスに注 目し,Tool（1993） の分類に依拠している。

 儀礼的な支配を強化 し,そ のために制度のチェンジを制限するものを後退的チェンジ,有 用な行

動によって儀礼的な行動 を置 き換えるものを進歩的チェンジと呼んだ。

 この分類は,研 究者が,研 究対象の管理会計ルーティンが主 として儀礼的かどうかを考 える概念

的な出発点を提供す る。もちろん,そ うした研究のためには,さ らに両者 を区分す る基準を精緻化

する必要がある。

 加 えて,管 理会計チェンジが組織行動に与える影響 を研究す る上で,チ ェンジ ・プロセスにおけ

るパワーの役割を認識することの重要性 も指摘されている。そのパワー とは,次 の3つ である。第

1レ ベルのパワーは,管 理会計システムのような新 しい組織ルールを導入す るために使われる階層

的パワーや強力な個人的パーソナ リティのパワー といった明白なパワー,第2レ ベルのパワーは,

特定の利害グループが好む,組 織や管理会計ルーティンの儀礼 を通 じて生 じるパワーの微妙な行使,

第3レ ベルのパワーは,組 織メンバーの行動や考 え方 を形成 し,そ れゆえ組織の安定 をもた らし,

組織的ノウハ ウをまとめる,制 度化 されたルーティンに埋め込 まれたパワーであるとされる。

                                        2）

（4）Burns and Scapens（2000） の制 度論 的パー スペ クテ ィブに基づ く研究 と貢献可能性

以上 の よ うに概 要 を述べ たBurns and Scapens（2000） の フ レーム ワー ク構 築 に至 るい くつか の

2）2000年 以 降,増 加傾 向にあるその他の新制度派理論に基づ く管理会計チェンジ研究の文献サーベイ

 については,吉 田 （2004a） を参照いただきたい。
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研 究や,こ の フレー ムワー クに基づ く研究 が ある。 それ らは,既 存の管理会 計 システムが組織 成員

の利用 を通 じて再構築 されて い くプ ロセ ス を記述 したケー ス研究 （Burns and Scapens,2000；Burns

et al.,1999；Roberts and Scapens,1990；Scapens and Roberts,1993） や, ABCの 導 入 ケー ス研 究

（Soin, et a1.,2002） で あ る。残 念 なが ち,こ れ らの研 究 で は,制 度,ル ール,ル ー ティン,ア ク

ションのチェ ンジ ・プ ロセ スを詳細に記述 して いない。

 しか しなが ら,こ のパー スペ クテ ィブ に基づ く研 究 には,次 に挙 げ る貢 献可 能性 が考 え られ る

（吉田,2004b） 。

 まず は,管 理会計 チ ェンジ研 究に限 らず,管 理会 計のケー ス研 究 におけ る2つ の限界へ の貢献で

あ る。 第1に,国 内のケー ス研 究では,管 理会 計 システム その ものや企業 実務 を淡 々 と紹介す るも

のが 多い。 言い換 え ると,一 時点での ルー ル とルー テ ィンの記 述 に終始 す る ものが 多い といえ よう。

第2に,国 内外 を問わず,ケ ー ス研 究 において は,何 をどの ように観察 す るのか につ いての定 型的

な ノウハ ウに乏 しい。

 こ の2つ の限界 に対 して,経 時的 ケー ス研 究 の ための ひ とつ の概 念 的 フ レー ム ワー クを提 供 す
3）

る。 それは,管 理会 計 システム ・実務が どの よ うに採 用,実 施,継 続 または 中止へ と至 るのか とい

うチ ェンジ ・プ ロセス を観察す る際に,制 度,ル ー ル,ル ー テ ィン,ア クシ ョンに焦 点 を当て るも

の であった。

 次 に,管 理会 計 シス テム ・実務 を,組 織 の ルール とルー テ ィン とみ なす こ とに よ り,管 理 会 計

チ ェン ジ を結 果 と して で は な く,む しろプ ロ セ ス と して 探 索 す る こ とが で き る （Burns and

Scapens,2000） 。 構 造 的パー スペ クテ ィブ では管理会 計 チ ェン ジを結 果 とみ なす研 究 が 多いが,管

理会計 チェ ンジ ・プ ロセ スにおけ る調整,抵 抗 の本 質 を理解 す るこ とが重要 であ る。言 い換 える と,

研 究者 は,プ ロセス としての管理会計 チ ェンジが もた らす 直接的効果 （チェンジの目的に対応す る効

果） と,間 接 的効果 （従業員の士気,組 織風土への影響 など,そ の他の影響） を注意深 く観察 す る必要

が ある。

3 原価企 画能 力 とルール,ル ーテ ィン,ア クション

 以上のように概要 を述べた制度論的パースペ クティブの3つ の鍵概念に依拠 して,原 価企画能力
                    4）
を構成する要素について概念整理をおこなう。

 吉田 （2003）では,原 価企画活動 （制度的パースペクティブにおけるアクションの領域）ではな く,

個人 ・集団 ・組織 レベルの階層構造か らなる原価企画能力 を概念整理の上,操 作化,観 察 した。そ

3） この点は,ア クター ・ネッ トワー ク理論,普 及論に も共通する貢献可能性であろう。

4） 原価企画能力 とは,持 続的競争優位 をもたらす原価企画活動 を支援：する組織能力であると定義 した

 （吉田,2003） 。
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の調査の結果,原 価企画のコア能力の候補 は,開 発源流でのコス トデー タ管理 と開発プロセスでの

部門 ・プロジェクト・組織問インター ラクションであった。 より具体的には,開 発初期段階で有効

な源流管理ツールとしてのコス トテーブル と,部 門 ・プロジェク ト・組織間調整および情報共有 で

あった。加えて,企 業間の垂直的連携の難 しさも,調 査企業に共通 して顕在化 した傾 向であった。

 その調査ではある一時点での原価企画能力の測定を意図してお り,時 間の経過 とともに進化 もし

くは退化するダイナ ミックなプロセスを観察す ることはなかった。一方,本 稿は,原 価企画能力を

変革す るプロセスを経時的に観察す るための出発点として,概 念整理す ることを目的 としている。

この目的のために,吉 田 （2003）の概念的フレームワークに基づ き,3つ の統合能力 （原価企画フ

ー-一の統合,部 門 ・組織間統合,マ ルチ ・プロジェクトの統合）と設計担当エンジニアの自律性を中心

に,関 連するルール,ル ーティン,ア クションについて整理 した ものが表2で ある。

 原価企画の統合能力の第1は,原 価企画フローの統合である。計画や 目標,方 針は,原 価企画プ

ロセスを通 じて一貫性をもって統合 される必要がある。この原価企画プロセスおよび組織階層にお

ける縦串の機能 を果たすためには,次 のような事項が重要 となる。ルール としては,中 長期経営計

画か ら落 とし込 まれた目標利益 と目標原価 との関連づけ,管 理会計においては目標原価の算出方法

（控除法,折 衷法,積 上法）などである。ルーティンとしては,製 品コンセプ トと設定 目標の整合性,

設定 目標の開発プロセスを通 じた首尾一貫性などである。管理会計の視点からは,目 標原価のタイ

トネス,目 標原価細分割付の調整慣習,原 価会議などを通 じての進捗管理 などである。設計担当エ

ンジニアの実際のアクションとしては,品 質,機 能,納 期,原 価などの複数の設計 目標の同時達成

が要求 される。

 第2は 組織 ・部門間の統合である。すなわち,関 連する組織,部 門,個 人の原価企画活動への巻

き込みである。典型的には,協 力企業 との協働,ク ロス ・ファンクショナルな活動 と称 される部門

聞の協働 と情報共有による問題解決が重視 され よう。 この統合 が うま くいかない と,部 品や モ

ジュールの整合性問題,設 計変更の多発 などの現象 として顕在化す る。ルールとしては,原 価企画

対象 となる製品開発プロジェク トと機能部門との調整ルールや,上 下流企業 との協働の取 り決めな

どである。ルーティンは,上 下流企業 との協働慣習,異 職能部門 （購買,製 造,搬 送,営 業など）へ

の配慮慣習,設 計 目標の トレー ドオフ解消のための明確な基準などである。アクションは,協 働企

業 ・他部門 との情報共有,共 通の 目的意識,意 見の相違 ・誤解,協 働企業 ・他部門か らの意見 ・情

報による仕様 ・設計変更,複 数設計 目標の優先順位 などである。

 第3は マルチ ・プロジェクトの統合である。これは製品開発プロジェク ト問の横 串の機能である。

製品開発活動は一般には独立したシングル ・プロジェク トではなく,関 連するマルチ ・プロジェク

トのひとつ として実施される。そのため,原 価企画活動 も他製品との関連において統合的に実施さ

れる必要がある。ルールとしては,関 連製品群における当該製品の位置づけ,部 材や生産 ラインの

共通化 ・共有化ルールなどである。ルーティンとしては,製 品間の差別化 と共通化に関す る慣習や
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暗黙知,調 整の仕組みなどである。アクション としては,製 品間の差別化 と共通化の実現などであ

る。

 設計担当エンジニアの自律性については,ル ーティンとして組織的干渉や時間的制約,ア クショ

ンとしては,過 去の設計や設計支援ツールへの過度の依存がないかとい う自律的創作活動のあり様

が問われる。

 その他には,ト ップ ・マネジメントの支援 （資源配分,特 権の付与,後 援）や,管 理会計の視点か

らは,全 社的プロジェクトにおける原価企画活動の優先順位 などが,大 きな影響 を与える。また,

共通言語 としての管理会計情報の役割に も注目したい。加 えて,ル ール,ル ーティン,ア クション

のチェンジ ・プロセスにおけるチェンジ ・エー ジェン トの役割を見落 としてはならない。研究者は,

チェンジ ・プロセスの どの段階 で （when）,誰 が （who）,何 （もしくは誰,ど の部門）に対 して

（what, whom, where）,ど のような （how）役割 を担ったのか を観察する必要がある。チェンジ ・

エージェン トとしては,原 価企画事務局,コ ンサルタン トやその他のチェンジ ・リーダーが挙げら

れる。

 また表2で は,各 事項について黒丸 と白丸の印をつけた。黒丸は,特 に管理会計システム ・実務

の要素 と考Zら れる事項,白 丸は,製 品開発マネジメン トに関す る事項である。研究者は,製 品開

発マネジメン トにおける管理会計固有の貢献,組 織 ・人 ・成果への影響を観察する必要がある。

 もちろん,表2に 掲げた事項によって,原 価企画ルール,ル ーティン,ア クションをすべて網羅

しているわけではない。例 えば,「 午前中の会議の開催 を禁止す る」 とい うルールを設けている企

業があれば,そ れは自律性に関するルールといえよう。実際の企業調査の際には,他 にも,各 社 ご

とに特徴的なルール,ル ーティン,ア クションを追加する必要がある。 また,ル ール,ル ーティン

の間を点線で区切ったのは,掲 げた事項が例示に過 ぎないためである。但 し,ル ールとルーティン

は明確 に区別 されるべ きであり,研 究者はそのことに留意する必要がある。

4 むすびにかえて 制度論的パースペクティブに基づ く原価企画チェンジ研究の展望

 以上 のように,Burns and Scapens（2000） の管理会計チェンジ研究における制度論的パースペ

クティブの鍵概念であるルール,ル ーティン,ア クションについて,原 価企画能力における概念整

理 をおこなった。

 彼 らはさらに,制 度化プロセスおよび管理会計チェンジの3つ の分類軸 を提示 し,チ ェンジ ・プ

ロセスにおけるパワーの役割の重要性を主張した。これらの点について原価企画の経時的ケース研

究への適用の意義を考察する。

 まず,制 度化プロセスに沿った経時的観察の意義は,あ る一時点での原価企画システムを観察す

るだけでは,持 続的競争優位の源泉 としての原価企画能力を把握できないことに由来す る。
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 第1に,あ る時点での原価企画システムの姿は,組 織プロセスにおける交渉や調整の結果に過 ぎ

ず,そ うした統合プロセスのダイナ ミクスを理解することが重要である。原価企画 を長期安定的に

実施 している場合には一時点の観察によって多くの知見が得 られるであろう。 しかしなが ら,通 常

は,変 更プロセスにおける抵抗,調 整 を経て,次 の均衡点 として,変 更後の仕組みが存在す るに過

ぎない。均衡点だと考 えた観察時点が変更途中であるか もしれないし,多 様 な支援ツールや管理 シ

ステムが有機的に結合 されて機能する原価企画システムにおいては,均 衡点を見極めることも容易

ではない。 そのため,チ ェンジ ・プロセスを観察す ること以外に,原 価企画の統合能力の本質的な

理解は得 られないのか もしれない。

 第2に,再 生産 と制度化のプロセス （図1参 照）は経時的変化であるため,一 時点での原価企画

の効果 を測定することには一定の限界を伴 う。つ まり変化 と影響のタイム ・ラグの問題 である。 こ

の点についても,経 時的なチェンジ ・プロセスの観察が有望である。

 次に,3つ のチェンジ ・プロセスの分類軸に沿った経時的観察の意義について考える。公式一非

公式の分類軸からは,意 図的な変更だけでな く意図せ ざる変更を観察する必要性を指摘 した。加え

て,革 新的一漸進的,後 退的一進歩的の2つ の分類軸からは,原 価企画システムの変更によるルー

ティンとアクションへの影響の良し悪 しと多寡について観察する必要性が示唆され る。

 続いて,チ ェンジ ・プロセスにおける3つ のパワーの役割の重要性 も指摘 された。チェンジ ・プ

ロセスにおけるパワーや抵抗 を理解せず して,制 度化プロセスや関係者のアクションを理解す るこ

とはできない。原価企画支援ツールや管理 システムも,常 に関係者の合理的な判断に基づ いて利用

されるわけではない。研究者がその有効1生や影響 を判断す る上で,チ ェンジ ・プ ロセスにおけるパ

ワーの影響 を見落 としてはならない。

 本稿 では,Burns and Scapens（2000） の管理会計チェンジ研究 における制度論的パースペ ク

ティブに依拠して,原 価企画チェンジ研究の必要性 とその意義について論 じて きた。そこで,持 続

的競争優位の源泉 としての原価企画能力研究およびその他の原価企画研究に とっても,Burns and

Scapens（2000） の制度論的パースペ クティブは有望であることを主張した。今後は,本 稿で整理

した3つ の鍵概念,制 度化プ ロセス,原 価企画チェンジの分類軸,介 在するパワーに留意 した経時
            5）
的ケース研究が期待 される。
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